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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第94期
第１四半期
連結累計期間

第95期
第１四半期
連結累計期間

第94期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 18,704 19,779 88,006

経常利益 (百万円) 341 163 2,548

四半期(当期)純利益 (百万円) 237 100 1,734

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 694 △41 2,495

純資産額 (百万円) 41,106 40,283 42,078

総資産額 (百万円) 71,567 73,957 76,405

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 1.28 0.54 9.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.4 54.5 55.1
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はない。

　また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はない。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における経済情勢は、国内は消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動は限定的

であったものの、一部業種ではその影響が顕著となり荷動きに鈍さが残った。海外は米国を中心として欧米圏経

済の回復は続いたが、ウクライナ情勢やイラクの混乱が長期化する様相を呈したことで、原油価格高騰による原

材料価格への転嫁やエネルギーコストの上昇が進み、また円安の定着で輸入製品価格の高止まりが続いた。

このような事業環境の下、当社グループは企業価値の増大を目指して、ブランド力・魅力ある商品創りに注力

するとともに省エネルギー関連製品、環境対応製品、スポーツ健康関連製品など成長分野と、インフラ整備、防

災関連分野およびグローバル化へと積極的な事業展開を推進し、徹底したコストダウンに取り組んだ。

その結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高19,779百万円(前年同四半期比5.8％増)、営業利益97

百万円(前年同四半期比31.3％減)、経常利益163百万円(前年同四半期比52.3％減)、四半期純利益100百万円(前

年同四半期比57.8％減)となった。

 

セグメントの業績は、次のとおりである。

〈シューズ事業〉

ジュニアスポーツシューズのトップブランド「瞬足」は、本年４月からの消費税率引き上げに伴う駆け込み需

要の反動による影響と天候不順の影響のため、主力のランニングカテゴリーが苦戦し、前年売上を下回った。

　高機能スーパークッション「ソルボ」を搭載した「アキレス・ソルボ」は婦人向け商品を中心にカジュアルな

ス タ イ ル と カ ラ ー 展 開 の 提 案 が 評 価 さ れ 、 前 年 売 上 を 上 回 っ

た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

シューズ事業全体としては、ブーツの好調もあり、前年売上を上回った。

シューズ事業の当第１四半期連結累計期間の業績は売上高3,941百万円(前年同四半期比3.1％増)、セグメント

利益(営業利益)は△37百万円(前年同四半期は87百万円)となった。
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〈プラスチック事業〉

車輌内装用資材は、国内市場において消費税率引き上げの影響が心配されたが、大きな落ち込みは無く、世界

的な自動車販売の回復もあり、前年売上を上回った。

フイルムの国内事業は、一般用が堅調に推移したことに加え、海外向けの窓用透明フィルムや電材用も好調で

前年売上を上回った。北米事業では、文具用が堅調に推移し前年売上を上回った。農業分野では、消費税率引き

上げに伴う駆け込み需要の反動により、前年売上を下回った。

建装資材の床材は、新商品投入により前年売上を上回ったが、壁材は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要

の反動を受け、前年売上を下回った。

引布商品は、輸出用のボート製品およびボート用ゴム引き原反は好調に推移したが、国内向けのボート製品が

前年の売上を下回ったことにより、ほぼ前年並みの売上となった。

プラスチック事業の当第１四半期連結累計期間の業績は売上高9,027百万円(前年同四半期比5.4％増)、セグメ

ント利益(営業利益)は378百万円(前年同四半期比58.6％増)となった。

 

〈産業資材事業〉

ウレタンは、包装用・寝具用などが好調に推移したことに加え、車輌用も順調に推移し前年売上を上回った。

断熱資材は、ボード製品が、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動による住宅市場の低迷を受け苦戦

し、スチレン製品も建材用で前年売上を下回った。パネル製品は農畜産向けに拡販が図れ、システム製品も伸長

したことにより、断熱資材全体で前年売上を上回った。

静電気対策品は、スマートフォン向け需要増と海外での伸長が図れ、前年売上を上回った。

産業資材事業の当第１四半期連結累計期間の業績は売上高6,811百万円(前年同四半期比7.9％増)、セグメント

利益(営業利益)は317百万円(前年同四半期比5.1％減)となった。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産は73,957百万円で前連結会計年度末に比較して2,447百万

円減少した。　

資産の部では、流動資産は48,169百万円となり前連結会計年度末に比較して2,066百万円減少した。これは主

に、たな卸資産が1,601百万円増加したが、受取手形及び売掛金が3,573百万円減少したことによる。固定資産は

25,788百万円となり前連結会計年度末に比較して381百万円減少した。これは主に、有形固定資産が72百万円、

投資その他の資産が270百万円減少したことによる。　

負債の部では、流動負債は24,242百万円となり前連結会計年度末に比較して1,045百万円減少した。これは主

に、支払手形及び買掛金が486百万円、その他流動負債が413百万円減少したことによる。固定負債は9,431百万

円となり前連結会計年度末に比較して393百万円増加した。これは主に、退職給付に係る負債が410百万円増加し

たことによる。　

純資産の部は40,283百万円となり、前連結会計年度末に比較して1,795百万円減少した。これは主に、利益剰

余金が1,653百万円、為替換算調整勘定が204百万円減少したことによる。以上の結果、自己資本比率は54.5％と

なった。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はない。　

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針(以下、「会社の支配に関

する基本方針」という。)、および当社株式の大規模買付行為に関する対応策(以下、「本プラン」という。)を

定めており、その内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次のとおりである。

 

①会社の支配に関する基本方針 　

当社は、経営の効率性や収益性を高める観点から、専門性の高い業務知識や営業ノウハウを備えた者が取締役

に就任して、法令および定款の定めを遵守しつつ当社の財務および事業の方針の決定につき重要な職務を担当す

ることが、会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えている。また、当社は株式の大量取得を

目的とする買付が行われる場合において、それに応じるか否かは、最終的には株主の判断に委ねられるべきもの

と考えており、経営支配権の移動を通じた企業活動の活性化の意義や効果についても、何らこれを否定するもの

ではない。

　しかしながら資本市場では、対象となる企業の経営陣との十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、一方

的に大規模な買付提案またはこれに類似する行為を強行するという動きがある。これら大規模買付や買付提案の

中には、株主に株式の売却を事実上強要し株主に不利益を与える恐れのあるもの、買収の提案理由が不明確なも

の、対象会社の取締役会や株主が大規模買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を

提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、明らかに濫用目的であるもの等々、対象会社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を毀損する恐れのあるものも少なくない。　

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を毀損する恐れのある大規模な買付行為や買付提案を行う者は不適切であり、このような者に対しては必要かつ

相当な対抗措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えてい

る。

 

②会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み 　

当社グループは、多数の投資家に中・長期的に当社に投資を継続してもらうために、当社の企業価値ひいては

株主の共同の利益を確保、向上させるための取組みとして以下のような施策を実施している。

　当社グループは、「お客様の真の満足と感動をいただける価値（製品、サービス、情報）の提供を通して豊か

な社会の実現に貢献する」という企業理念の下、多角的に事業展開を図り、各事業がその強みを発揮することで

「企業価値の増大」を図り、全てのステークホルダーの期待と信頼に応えていく会社になることを目指し、以下

の重要課題に取り組んでいる。

イ． 事業体質の強化 

　1) 独自技術を活かした高付加価値商品の開発 

　2) 生産技術力の強化による原価低減と品質向上

　3) 市場ニーズに対応した組織体制の見直し 

　4) 品質保証システムの改革 

ロ． 研究開発力の強化と成果の事業化スピードアップ 

ハ． グローバル展開の加速 

ニ． 人材開発の継続とグローバル人材の育成 

ホ． ＣＳＲ(企業の社会的責任)に基づく企業経営の推進
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当社は創業以来、プラスチック加工技術力を継続して高め、配合技術・成膜技術・発泡技術・断熱技術・導電

化技術など特徴ある技術を開発し、これらを融合・複合化させ新たな商品を提供してきた。消費財としての

シューズ分野への積極的展開、また特に省資源や省エネルギーなど地球環境に配慮した製品を住宅資材(建材用断

熱材)、電子材料(太陽電池関連フィルム等)への製品化に展開している。また、防災テント、救命用ボートなど災

害や新型インフルエンザなどの疫病に備えるための製品やサービスも提供しており、安心できる社会作りに貢献

している。

当社グループは、企業理念として「社会との共生」＝「顧客起点」を基本に企業行動憲章、行動規範を制定

し、コーポレートガバナンス(企業統治)の充実に努めている。

　また、会社法に定める内部統制構築に関する基本方針により企業統治に関する組織、規定を充実させ企業の透

明性・効率性・健全性をより高めるとともに、取締役、監査役の役割の明確化に努め「経営の効率化」、「経営

意思決定の迅速化」に注力している。

 

③本プランの内容(会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定

が支配されることを防止する取組み)

イ．本プランの目的

本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組みである。

　当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主が適切な判断をするため

に、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに従って行われることが、企業

価値ひいては株主共同の利益に合致すると考えている。　

 このため、以下の内容の大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール(以下、

「大規模買付ルール」という。)を設定し、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって大規模

買付行為がなされた場合の対抗措置を含めた買収防衛策として、旧プランを本プランとして更新した。

ロ．本プランのスキームの概要

本プランのスキームの概要は以下のとおりである。　

(a) 本プランは特定株主グループの議決権割合が20％以上となる買付行為を対象とする。

(b) 本プランを適正に運用するため、当社の業務執行から独立している社外監査役および社外有識者から選

任された３名の委員で構成された独立委員会を設置する。当社取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊

重する。　　

(c) 当社取締役会は大規模買付者に意向表明書、必要情報の提出を求める。　

(d) 当社取締役会は、必要情報の提供を受けた後、対価を現金のみとする公開買付による当社全株式の買付

の場合は最長60日間、その他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会による評価、検討、

交渉、意見形成、代替案立案のための評価期間として設定する。

(e) 当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で対抗措置発動または不発動の決議をする。独

立委員会が対抗措置の発動について勧告を行い発動の決議について株主総会の開催を要請する場合、ま

たは、独立委員会から対抗措置発動の勧告を受けた上で、当社取締役会が株主の意見を反映すべきと判

断した場合には、当社取締役会は株主検討期間として最長60日間の期間を設定し、当該株主検討期間中

に株主総会を開催する。

(f) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、会社法その他の法律および当社定款が認

める対抗措置により大規模買付行為に対抗する場合がある。当社取締役会がとる具体的対抗措置の一つ

として、対抗措置としての効果を勘案した条件を付して新株予約権の無償割当てを行う場合がある。
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(g) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反

対であったとしても、当該買付提案についての反対意見の表明や、代替案の提示により株主を説得する

に留め、原則として対抗措置はとらない。但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、

当該大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を著しく損なうと判断される場合には、例外的に当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、

また、必要に応じて株主総会の承認を得た上で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを

目的として、買収防衛を行うために必要かつ相当な範囲で、前記(f)の対抗措置の発動を決定することが

できるものとした。

(h) 本プランは、平成26年６月27日開催の当社定時株主総会において議案として審議可決され、同日より効

力を発生し、その有効期限は平成29年６月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとなっている。

 

④本プランの合理性について(本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて)

当社では、本プランの設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、本プランが前記①の会社の支配に関

する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の

維持を目的とするものとはならないと考えている。

イ．買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 　

本プランは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保また

は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則(企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則)を充足している。また、本プランは、企業価値研究会が平

成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた内容となってい

る。

ロ．株主共同の利益を損なうものではないこと　

本プランは、前記③イ．「本プランの目的」に記載のとおり、当社株式に対する買付等がなされた際に、当

該買付に応じるべきか否かを株主が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時

間を確保し、または株主のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されたものである。

　本プランの更新は、株主の承認を条件としており、株主の意思によっては本プランの廃止も可能であること

から、本プランが株主共同の利益を損なわないことを担保していると考えられる。

ハ．株主意思を反映するものであること 

本プランは、平成26年６月27日開催の当社定時株主総会において、その更新について株主の意思を確認する

ため、議案として上程し審議可決された。

　また、更新後は本プランの有効期間の満了前であっても、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が

行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、株主の意向が反映される。

ニ．取締役会の恣意的判断の排除 　

本プランにおける対抗措置の発動は、当社の業務執行から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問

し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するよ

う、本プランの透明な運用を担保するための手続きも確保されている。

ホ．デッドハンド型買収防衛策ではないこと 　

本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止することが

可能である。したがって、本プランは、デッドハンド型買収防衛策(取締役会の構成員の過半数を交代させても

なお、発動を阻止できない買収防衛策)ではない。なお、当社では取締役解任決議要件についても、特別決議を

要件とするような決議要件の加重をしていない。
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(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は340百万円である。

 

(5) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間に著しい変動があった設備は次のとおりである。

新設

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容
投資予定額
(百万円)

着手年月
完成予定
年月

完成後の
増加能力

(注)

提出
会社

滋賀第一工場
(滋賀県野洲市）

プラスチック事業 フイルム製造設備 320
平成25年
９月

平成26年
９月

生産能力の
増強

２

 

　(注）１　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２　前連結会計年度末の計画は、完成予定年月平成26年６月であったが、仕様の一部見直し等により完成予定

年月が変更となった。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 700,000,000

計 700,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 190,627,147 190,627,147
東京証券取引所　　
市場第一部

単元株式数　　　　　
1,000株

計 190,627,147 190,627,147 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年６月30日 ― 190,627 ― 14,640 ― 3,660
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないので、直前の基準日である平成26年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

   平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式

5,530,000
― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

183,722,000
183,722 ―

単元未満株式
 普通株式

1,375,147
― ―

発行済株式総数 190,627,147 ― ―

総株主の議決権 ― 183,722 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式674株が含まれている。

 

② 【自己株式等】

  平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株
式）　　　　　アキレス
株式会社　　　

東京都新宿区大京町22-５ 5,530,000 ― 5,530,000 2.90

計 ― 5,530,000 ― 5,530,000 2.90
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,018 7,967

  受取手形及び売掛金 28,453 24,879

  商品及び製品 8,393 9,779

  仕掛品 1,482 1,631

  原材料及び貯蔵品 2,187 2,253

  繰延税金資産 610 799

  その他 1,160 924

  貸倒引当金 △69 △65

  流動資産合計 50,235 48,169

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 7,278 7,132

   機械装置及び運搬具（純額） 4,671 4,419

   土地 5,296 5,295

   建設仮勘定 183 531

   その他（純額） 410 390

   有形固定資産合計 17,841 17,769

  無形固定資産 715 676

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,658 3,836

   退職給付に係る資産 980 ―

   繰延税金資産 2,605 3,029

   その他 426 535

   貸倒引当金 △58 △58

   投資その他の資産合計 7,612 7,341

  固定資産合計 26,169 25,788

 資産合計 76,405 73,957
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 15,538 15,051

  短期借入金 2,354 2,443

  未払金 3,324 3,211

  未払法人税等 279 158

  その他 3,791 3,377

  流動負債合計 25,288 24,242

 固定負債   

  長期借入金 3,000 3,000

  長期未払金 20 9

  繰延税金負債 520 513

  退職給付に係る負債 5,236 5,647

  資産除去債務 243 243

  ＰＣＢ廃棄物処理引当金 17 17

  固定負債合計 9,038 9,431

 負債合計 34,326 33,674

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 14,640 14,640

  資本剰余金 10,708 10,708

  利益剰余金 16,717 15,064

  自己株式 △724 △724

  株主資本合計 41,343 39,689

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 959 1,090

  繰延ヘッジ損益 163 56

  為替換算調整勘定 250 46

  退職給付に係る調整累計額 △638 △599

  その他の包括利益累計額合計 735 593

 純資産合計 42,078 40,283

負債純資産合計 76,405 73,957
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 18,704 19,779

売上原価 14,934 15,997

売上総利益 3,769 3,782

販売費及び一般管理費   

 運送費及び保管費 1,070 1,149

 広告宣伝費及び販売促進費 357 325

 貸倒引当金繰入額 △7 △2

 給料手当及び福利費 1,431 1,427

 退職給付費用 66 70

 旅費交通費及び通信費 148 154

 減価償却費 69 45

 その他 491 514

 販売費及び一般管理費合計 3,627 3,684

営業利益 141 97

営業外収益   

 受取利息 1 0

 受取配当金 35 28

 不動産賃貸料 11 21

 持分法による投資利益 22 25

 為替差益 102 ―

 その他 47 55

 営業外収益合計 221 131

営業外費用   

 支払利息 15 17

 為替差損 ― 31

 その他 5 16

 営業外費用合計 21 66

経常利益 341 163

特別利益   

 固定資産売却益 33 0

 保険差益 ― 64

 特別利益合計 33 64

特別損失   

 固定資産除却損 2 23

 特別損失合計 2 23

税金等調整前四半期純利益 372 204

法人税、住民税及び事業税 78 126

法人税等調整額 56 △22

法人税等合計 134 103

少数株主損益調整前四半期純利益 237 100

四半期純利益 237 100
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 237 100

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 63 130

 繰延ヘッジ損益 △71 △107

 為替換算調整勘定 390 △157

 退職給付に係る調整額 ― 38

 持分法適用会社に対する持分相当額 74 △46

 その他の包括利益合計 456 △141

四半期包括利益 694 △41

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 694 △41

 少数株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年5月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当第1四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券

の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び

支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第1四半期

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

いる。

　この結果、当第1四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が1,812百万円増加し、利益剰余金が1,198百万

円減少している。また、当第1四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ

15百万円増加している。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りである。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

   減価償却費 591百万円 570百万円

   のれんの償却額 8百万円 8百万円
 

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 559百万円 ３円 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

(決議) 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 555百万円 ３円 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

 
シューズ
事業

プラスチッ
ク　　
事業

産業資材
事業

計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

売上高       

　外部顧客への売上高 3,822 8,567 6,314 18,704 ― 18,704

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― 39 118 157 △157 ―

計 3,822 8,607 6,432 18,862 △157 18,704

セグメント利益 87 238 334 661 △519 141
 

(注)１．セグメント利益の調整額△519百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であ

る。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

 
シューズ
事業

プラスチッ
ク　　
事業

産業資材
事業

計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

売上高       

　外部顧客への売上高 3,941 9,027 6,811 19,779 ― 19,779

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― 49 129 179 △179 ―

計 3,941 9,077 6,940 19,959 △179 19,779

セグメント利益 △37 378 317 658 △561 97
 

(注)１．セグメント利益の調整額△561百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であ

る。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1円28銭 0円54銭

 (算定上の基礎)   

四半期純利益(百万円) 237 100

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 237 100

普通株式の期中平均株式数(千株) 186,622 185,096
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月６日

アキレス株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   杉   本   茂   次   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   美　久　羅　 和 　美   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアキレス株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アキレス株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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